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１．はじめに 

2019年 12月 20日、2020年度予算政府案が決定され、防衛関係費として対前年度比1.1％

（559 億円）増となる５兆 3,133 億円が計上された。これは防衛関係費として過去最高額

となる。ＳＡＣＯ関係経費1（138 億円）、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分2（1,799

億円）、新たな政府専用機導入に伴う経費（0.3 億円）及び防災・減災、国土強靱化のため

の３か年緊急対策に係る経費3（508 億円）（以下「ＳＡＣＯ関係経費等」という。）を除い

 
1 沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ：Special Action Committee on Okinawa）最終報告（1996 年 12 月

２日）に盛り込まれた措置を実施するために必要な経費をいう。 
2 「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について」（2006 年５月 30 日閣議決定）及び「平成 22 年

５月 28 日に日米安全保障協議委員会において承認された事項に関する当面の政府の取組について」（2010 年

５月 28 日閣議決定）に基づく再編関連措置のうち、地元の負担軽減に資する措置を実施するために必要な経

費をいう。 
3 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（2018 年 12 月 14 日閣議決定）を踏まえ、あらゆる災

害への対処に万全を期すべく、救援活動に必要な資機材等の整備と駐屯地等の機能を維持・強化するための

整備を、３年間で集中的に実施するために必要な経費をいう。 

を確保し、ＰＤＣＡサイクルに基づく施策のブラッシュアップを行いつつ、中長期的な戦

略性に基づいた効率的・効果的なＯＤＡ政策の展開を通じて、今後も我が国が国際社会に

おける役割と責任を十分果たしていくことが求められる。 

  

（うしがみ なおゆき） 
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た場合でも、対前年度比 1.2％（618 億円）増の５兆 688 億円であり、第２次安倍内閣発足

後に初めて編成された 2013 年度予算以降、８年連続の増額となった（図表）。ＳＡＣＯ関

係経費等を除く経費の内訳は、人件・糧食費が２兆 1,426 億円（対前年度比 1.9％（405 億

円）減。歳出予算の構成比は 42.3％）、物件費4のうち歳出化経費5が１兆 9,336 億円（同

4.9％（905 億円）増。歳出予算の構成比は 38.1％）、一般物件費6が 9,926 億円（同 1.2％

（118 億円）増。歳出予算の構成比は 19.6％）である。また、新規後年度負担は対前年度

比 0.2％（37 億円）増の２兆 4,050 億円7となった。 

2020 年度防衛関係費は、2018 年 12 月 18 日に国家安全保障会議及び閣議で決定された

「平成 31 年度以降に係る防衛計画の大綱」（以下「防衛大綱」という。）及び「中期防衛力

整備計画（平成 31 年度～平成 35 年度）」（以下「中期防」という。）に基づく防衛力整備の

２年度目として、多次元統合防衛力の構築に向け、防衛力整備を実施するものである。 

本稿では、2020 年度防衛関係費のポイントを紹介するとともに、2019 年度補正予算（防

衛省所管）について概説する。なお、計数は特に記載のない限り、契約ベースである。 

 

図表 防衛関係費の推移 

 
  （出所）防衛省資料を基に筆者作成  

 
4 装備品の調達・修理・装備、油の購入、隊員の教育訓練、施設整備、光熱水料等の営舎費、技術研究開発、

基地周辺対策、在日米軍駐留経費等の基地対策等に係る経費をいう。 
5 前年度（2019 年度）以前の契約に基づき、今年度（2020 年度）に支払われる経費をいう。 
6 今年度（2020 年度）の契約に基づき、同年度に支払われる経費をいう。 
7 ＳＡＣＯ関係経費（69 億円）及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分（1,513 億円）を除く。 
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２．宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 

防衛大綱・中期防においては、宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域について、

我が国としての優位性を獲得することが死活的に重要であるとの認識が示されている。こ

れを受け、2020 年度予算においても、これらの領域における能力の獲得・強化に要する経

費が計上されている。 

 

（１）宇宙領域における能力強化 

宇宙関連経費として 506 億円（弾道ミサイル防衛関連経費8を除く）が計上されている。 

防衛省は、我が国の人工衛星にとって脅威となる宇宙ゴミ等を監視する宇宙状況監視（Ｓ

ＳＡ：Space Situational Awareness）のためのレーダーと運用システム9を 2022 年度まで

に構築するとの方針を示している10。2020 年度においては、米軍及び宇宙航空研究開発機

構（ＪＡＸＡ）等の国内関係機関と連携し、宇宙状況監視の実運用を担うため、システム

用装置の借上げや施設整備といった宇宙状況監視システムの整備を実施する（134 億円）。

また、得られた情報の集約・処理・共有等を行う部隊として、宇宙状況監視を主任務とす

る「宇宙作戦隊（仮称）」を航空自衛隊府中基地（東京都）に新編する（定員約 20 名）。こ

のほか、宇宙空間の安定的利用を確保するための能力強化に係る事業として、ＳＳＡ衛星

（宇宙設置型光学望遠鏡）の構成品のうち、先行的に製造可能な検出器等の整備（33 億円）、

我が国衛星に対する電磁妨害状況を把握する装置等の取得（55 億円）等を実施する。 

宇宙を利用した情報収集能力等の強化に係る事業（43 億円）としては、衛星搭載型２波

長赤外線センサの性能確認試験（うち 17 億円）のほか、高感度広帯域な赤外線探知素子の

研究、人工衛星を活用した警戒監視に係る調査研究等を実施する。このほか、Ｘバンド通

信衛星に対応するための装備品等の改修や衛星通信機材の整備・維持等といった衛星通信

の利用（137 億円）、各種商用衛星等からの画像衛星データ等の取得（101 億円）等を実施

する。 

 

（２）サイバー領域における能力強化 

サイバー関連経費として 256 億円が計上されている。 

サイバー防護に係る体制強化として、陸・海・空自衛隊の共同の部隊として設けられて

いるサイバー防衛隊の定員を、現在の約 220 名から約 70 名増員し、約 290 名とする（陸上

自衛隊の定員約 50 名、海上自衛隊及び航空自衛隊の定員それぞれ約 10 名を充当）。また、

陸上自衛隊が管理するネットワーク・システムをより効果的に防護する態勢を構築するた

め、陸上総隊隷下のシステム通信団に「サイバー防護隊（仮称）」を新編する。 

また、内部侵入等によるサイバー攻撃への防護のための防衛情報通信基盤（ＤＩＩ）の

 
8 弾道ミサイル防衛関連経費（宇宙関連部分のみ）として、523 億円が計上されている。 
9 宇宙基本法（平成 20 年法律第 43 号）第 24 条に基づき、我が国の宇宙開発利用に関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るために策定された「宇宙基本計画」（2016 年４月１日閣議決定)においては、「日米連携に

基づく宇宙空間の状況把握のために必要となるＳＳＡ関連施設及び防衛省やＪＡＸＡを始めとした関係政府

機関等が一体となった運用体制を、平成 30 年代前半までに構築する」こととされている。 
10 防衛省「宇宙状況監視の運用体制構築に向けた取組について」（2017 年 11 月 22 日） 
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クローズ系システムの整備（76 億円）や、陸上自衛隊が運用する全てのシステム・ネット

ワークの状況を一元的に管理し、所要のセキュリティ対策を効率的に実施するシステムの

整備（12 億円）などシステム・ネットワークの充実・強化を図るほか、防衛省・自衛隊に

対するサイバー攻撃手法に関する情報収集を行うためのサイバー情報収集装置の整備（34

億円）や、サイバー攻撃対処に係るＡＩ適用システムの設計（0.3 億円）等のサイバーに

関する最新技術の活用、米国防大学等のサイバー戦指揮官要員課程への自衛官の派遣（0.4

億円）等のサイバー人材の確保・育成等を実施する。 

 

（３）電磁波領域における能力強化 

電磁波領域については、我が国に侵攻する相手方のレーダー等を無力化する装備の研究

開発に着手することとしており、妨害対象の脅威の対処可能圏外（スタンド・オフ・レン

ジ）から妨害対象に応じた効果的な電波妨害を実施し、自衛隊の航空作戦の遂行を支援す

るスタンド・オフ電子戦機の開発（150 億円）及び陸上から電波を放射し、我が国に侵攻

する航空機のレーダーを無力化する対空電子戦装置の研究（38 億円）を実施する。スタン

ド・オフ電子戦機は、既存の輸送機（Ｃ－２）を活用して開発することとされている。 

また、電波の収集・分析及び通信の無力化により、作戦を有利に進めるため、陸上自衛

隊のネットワーク電子戦システム１式を整備する（100 億円）とともに、電子防護能力に

優れたＦ－35Ａ戦闘機及びＦ－35Ｂ戦闘機の取得（後述）や、Ｆ－15 戦闘機の電子戦能力

を含めた能力向上改修（後述）により、我が国に対する侵攻を企図する相手方からの電磁

波領域における妨害等に際して、その効果を局限する能力を強化することとしている。 

あわせて、電磁波領域における作戦能力を強化するため、ネットワーク電子戦システム

を装備する電子戦部隊を陸上自衛隊健軍駐屯地（熊本県）に新編するとともに、電磁波情

報を含む情報分析機能強化のため、海上自衛隊情報業務群を「艦隊情報群（仮称）」に改編

する。 

このほか、電子戦等を効果的に遂行し得るよう、電磁波の利用状況を把握し可視化に資

する電磁波管理支援技術の研究に着手する（９億円）など電磁波管理能力の強化に係る取

組や、英海軍が実施する図上演習への参加等、訓練演習・人材育成等を実施する。 

 

３．従来の領域における能力の強化 

（１）海空領域における能力 

 ア 戦闘機の取得等 

2020 年度においても、Ｆ－35Ａ戦闘機の取得を継続する（３機：281 億円11）。防衛省

は、2013 年度から 2018 年度契約分のＦ－35Ａ戦闘機について、国内企業が製造に参画

（国内最終組立・検査（ＦＡＣＯ））した機体を取得してきたが（2012 年度（取得初年

度）契約分の４機は完成機輸入）、完成機輸入における機体単価が、国内企業が製造に参

画した機体の単価に比べて、より安価であることから、2018 年 12 月 18 日の閣議了解12

 
11 その他関連経費（整備用器材等）として別途 374 億円が計上されている。 
12 「Ｆ－35Ａの取得数の変更について」（2018 年 12 月 18 日国家安全保障会議決定・閣議了解） 
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により、2019 年度以降のＦ－35Ａの取得は、完成機輸入によることとされた。その後、

国内企業における作業習熟による工数低減等による経費低減により、国内企業が最終組

立・検査を実施する方が、完成機輸入に比べてより安価な取得が可能となることが確認

されたことから、2019 年 12 月 20 日の閣議了解13により、2019 年度及び 2020 年度のＦ

－35Ａ戦闘機の取得については、国内企業が最終組立・検査を実施することとされた14。 

また、中期防においては、太平洋側を始めとして防空態勢を強化するため、有事にお

ける航空攻撃への対処、警戒監視、訓練、災害対処等、必要な場合には短距離離陸・垂

直着陸が可能な戦闘機（以下「ＳＴＯＶＬ機」という。）の運用が可能となるよう検討の

上、「いずも」型護衛艦を改修し、多機能の護衛艦として、我が国の防衛、大規模災害対

応等の多様な任務に従事させることが明記されており、防衛省は、2019 年度において、

ＳＴＯＶＬ機の機種としてＦ－35Ｂ戦闘機を選定するとともに（2019 年８月６日公表）、

「いずも」型護衛艦の改修に向けた調査研究を実施した。これらを踏まえ、2020 年度に

おいては、ＳＴＯＶＬ機としてＦ－35Ｂを６機取得する（793 億円15）とともに、護衛艦

「いずも」について、Ｆ－35Ｂの発着艦を可能とする部分的な改修（甲板の耐熱処理等）

を実施する（31 億円）16。 

Ｆ－15 戦闘機（近代化機）については、スタンド・オフ・ミサイル（ＪＡＳＳＭ等）

の搭載、搭載弾薬数の増加及び電子戦能力の向上等に必要な改修を実施する（390 億円）。

また、Ｆ－２戦闘機については、能力向上改修、対艦能力の向上及びネットワーク機能

の能力向上のための設計等を実施する（２機：26 億円）。対艦能力の向上に関しては、

近年、諸外国の艦艇に射程が長い対空火器の導入が始まっていることを踏まえ、航空自

衛隊の戦闘機の残存性を確保しつつ、敵戦闘艦艇等に対し脅威圏外から有効に攻撃する

ため、超音速飛しょうにより高い残存性を有する空対艦誘導弾であるＡＳＭ－３の射程

延伸を図ったＡＳＭ－３（改）の開発に着手する（103 億円）。 

 イ 次期戦闘機 

中期防においては、2035 年頃から退役・減勢が開始し、2050 年頃に退役する見込みと

されるＦ－２の後継機について、「国際協力を視野に、我が国主導の開発に早期に着手す

る」ことが明記されており、2020 年度においては、将来のネットワーク化した戦闘の中

核となる役割を果たすことが可能な戦闘機について、国際協力を視野に入れた、我が国

主導の開発に着手することとされ、次期戦闘機の開発に関連する予算として約 280 億円

が計上された。具体的には、戦闘機システム全体の初期的な設計作業に着手する（111 億

 
13 「令和元年度及び令和２年度のＦ－35Ａの取得方法の変更について」（2019 年 12 月 20 日国家安全保障会議

決定・閣議了解） 
14 防衛省は、2019 年度における機体単価については、完成機輸入の場合が 107.2 億円、国内ＦＡＣＯの場合が

106.8 億円であり、2020 年度における機体単価については、完成機輸入の場合が 94.2 億円、国内ＦＡＣＯの

場合が 93.7 億円であると説明している。 
15 その他関連経費（整備用器材等）として別途 235 億円が計上されている。 
16 護衛艦「いずも」の部分的な改修は、2019 年度末からの定期検査にあわせて実施される。また、防衛省は、

護衛艦「いずも」について、2024 年度の定期検査にあわせて２回目の改修を実施する予定であると説明して

いる。また、「いずも」型護衛艦の２番艦である護衛艦「かが」については、2021 年度末からの定期検査にあ

わせて改修を実施する予定である（改修は１回のみ）と説明している。 
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円）とともに、戦闘機等の作戦・任務遂行能力の根幹となるミッションシステムを将来

にわたり我が国が自由にコントロールすることを可能とするためのミッションシステ

ム・インテグレーション技術の研究（76 億円）や、有人機の支援を行う遠隔操作型支援

機に求められる技術に関する研究（１億円）を実施する。また、次期戦闘機の開発を効

率的に実施するため、防衛装備庁長官官房に「装備開発官（次期戦闘機担当）（仮称）」

を新設する。 

 ウ 常続監視態勢の強化 

現有の固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）の除籍に伴い、その後継として、探知識別能力、飛

行性、情報処理能力等が向上した固定翼哨戒機（Ｐ－１）を３機取得する（632 億円）ほ

か、Ｐ－３Ｃの機齢延伸措置（７機：34 億円）により、固定翼哨戒機の体制を維持する。

また、現有の海上自衛隊の哨戒ヘリコプター（ＳＨ－60Ｊ）の除籍に伴い、その後継で

あるＳＨ－60Ｋを７機取得する（498 億円）ほか、ＳＨ－60Ｋ（３機）及びＳＨ－60Ｊ

（２機）の機齢延伸措置（90 億円）により、哨戒ヘリコプターの体制を維持する。ＳＨ

－60Ｋ２機については救難仕様改修も実施する（19 億円）。 

このほか、早期警戒機（Ｅ－２Ｄ）に必要な部品を一括調達により取得する（380 億

円）。加えて、滞空型無人機（ＲＱ－４Ｂグローバルホーク）の導入に伴い、装備品の受

入・維持管理や教育、運用試験等を円滑に実施可能な体制を構築するため、航空自衛隊

三沢基地（青森県）に「臨時滞空型無人機航空隊（仮称）」を新編する。 

エ 艦艇の建造等 

護衛艦については、54 隻体制への増勢のため、従来は掃海艦艇が担っていた対機雷戦

機能も具備する等、多様な任務への対応能力の向上と船体のコンパクト化を両立した護

衛艦（ＦＦＭ）（3,900 トン）を建造する（２隻：944 億円）。艦齢延伸措置については、

「あさぎり」型（４隻）、「あぶくま」型（３隻）、「こんごう」型（３隻）及び「むらさ

め」型（２隻）に実施する（艦齢延伸工事７隻及び部品調達５隻分：83 億円）。 

潜水艦については、22 隻体制への増勢のため、探知能力等が向上した潜水艦（3,000

トン）を建造する（１隻：702 億円）。艦齢延伸措置については、「おやしお」型及び「そ

うりゅう」型に実施する（艦齢延伸工事３隻及び部品調達７隻分：24 億円）。 

このほか、自衛隊員の安全を確保するため遠隔管制により目標海域に進出し、その場

において我が国に侵攻する相手方艦艇を阻止する能力を有する無人水中航走体（ＵＵＶ：

Unmanned Underwater Vehicle）の導入（75 億円）等を実施する。 

 

（２）スタンド・オフ防衛能力 

我が国への侵攻を試みる艦艇や上陸部隊等に対して、自衛隊員の安全を確保しつつ、侵

攻を効果的に阻止するため、相手方の脅威圏の外から対処可能なＦ－35Ａに搭載するスタ

ンド・オフ・ミサイル（ＪＳＭ）を取得する（136 億円）。また、島嶼間射撃を可能とする、

高速で滑空し目標に命中する島嶼防衛用高速滑空弾の早期装備化に向けた研究を引き続き

実施する（250 億円）。 
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（３）総合ミサイル防空能力 

弾道ミサイル防衛関連経費として、1,136 億円が計上されている。政府は、「弾道ミサイ

ル防衛能力の抜本的向上について」（2017 年 12 月 19 日国家安全保障会議及び閣議決定）

により、新たに陸上配備型イージス・システム（イージス・アショア）２基を導入するこ

とを決定し、中期防においては、イージス・アショアを運用する部隊として陸上自衛隊に

２個弾道ミサイル防衛隊を新編することが明記されている。2020 年度予算においては、

イージス・アショアの垂直発射装置（ＶＬＳ）６基の取得（115 億円）に調査経費等（14

億円）をあわせ、イージス・アショア関連経費として 129 億円が計上された（特定の配備

地を前提とする経費は計上されていない）17。 

また、ＰＡＣ－３ＭＳＥミサイルの運用を可能とするため、ペトリオット・システムの

能力向上改修を行う（90 億円）。これにより、2022 年度に全高射隊がＰＡＣ－３ＭＳＥ化

することとなる。このほか、総合ミサイル防空能力の強化及び将来の経空脅威とこれへの

対応の在り方に関する調査研究（0.5 億円）、次期警戒管制レーダー（ＭＩＭＯ）の開発に

あわせた自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）への連接機能付加（17 億円）、低空目標や

高速目標への対処能力を向上させた 03 式中距離地対空誘導弾（改善型）１式の取得（120

億円）等を実施する。 

 

（４）機動・展開能力 

航空機等での輸送に適した 16 式機動戦闘車を 33 両取得する（237 億円）とともに、現

有の 155 ㎜りゅう弾砲（ＦＨ70）の後継として 19 式装輪自走 155 ㎜りゅう弾砲を７両取

得する（45 億円）。また、現有の輸送機（Ｃ－１）の減勢を踏まえ、航続距離や搭載重量等

を向上し、大規模な展開に資するＣ－２用のエンジンを６式取得する（220 億円）。 

南西地域における島嶼防衛に係る陸上自衛隊の部隊配置については、石垣島、宮古島及

び奄美大島における施設整備を実施する（228 億円）。 

陸上自衛隊のＶ－22（オスプレイ）配備に関しては、佐賀空港における施設整備に係る

設計及び造成工事を実施する（30 億円）。また、佐賀空港における施設整備が完了するま

での暫定配備先として防衛省が選定した陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県）において、オ

スプレイ暫定配備に係る施設整備を実施する（２億円）。 

 

４．持続性・強靱性の強化 

戦闘機部隊等の各種作戦を広域的かつ持続的に遂行し得るよう、空中給油・輸送機（Ｋ

Ｃ－46Ａ）を４機取得し（1,052 億円）、航空自衛隊美保基地（鳥取県）にＫＣ－46Ａを主

要装備とする空中給油・輸送部隊１個飛行隊を新編する。 

 
17 防衛省は、イージス・アショア２基の配備候補地として、秋田県の陸上自衛隊新屋演習場及び山口県の陸上

自衛隊むつみ演習場を選定し、電波環境調査等の各種調査を実施したが、2019 年５月に行われた関係自治体

に対する説明における資料の誤りや、住民説明会における職員の緊張感を欠いた行為など不適切な対応が

あった。これを受け、防衛省は、説明内容の確認と見直しを行うとともに、調査の外部委託・部外の有識者

による検証を行い、山口県については、再説明の準備が整ったとして、2019 年 12 月 17 日、山本防衛副大臣

が山口県を訪問し、関係自治体の首長に対して再説明を行った。 
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また、航空優勢、海上優勢の確保に必要な対空ミサイル、魚雷といった優先的に取得す

べき弾薬を取得する（198 億円）とともに、新小銃（ＨＯＷＡ5.56）3,283 丁（９億円）及

び新拳銃（ＳＦＰ９）323 丁を整備する（0.2 億円）。さらに、自衛隊施設の改修（老朽化

対策及び耐震化対策）等を行い、自衛隊の安定的な運用態勢を確保する（593 億円）。 

このほか、装備品の維持整備に必要な経費として、9,656 億円を計上するとともに、Ｐ

ＢＬ契約18活用による調達リードタイム短縮等を行うことで、装備品の可動率を確保する

としている。 

 

５．人的基盤の強化 

優秀な人材を確保するための施策として、採用広報用動画の作成（２億円）を始めとす

る募集業務の充実・強化を実施するとともに、職業訓練課目の新設（２百万円）や就職援

護におけるインターンシップの実施（0.1 億円）等、再就職支援の充実・強化に向けた取

組を実施する。また、女性職員の採用・登用の更なる拡大等、女性職員の活躍をさらに推

進する19とともに、ワークライフバランス確保のための働き方改革に関する施策の推進や

生活・勤務環境の改善を図るため、艦艇における女性用区画の整備を始めとする女性隊員

の勤務環境の整備（27 億円）を実施する。さらに、自衛隊員の生活・勤務環境改善のため、

自衛隊施設（宿舎を除く）の整備（360 億円）、宿舎の整備（203 億円）、備品の整備（14 億

円）、日用品の整備（11 億円）等を実施する。 

予備自衛官等に係る施策としては、新たに「即応予備自衛官育成協力企業給付金（仮称）」

を創設する（0.7 億円）。自衛官経験のない予備自衛官が即応予備自衛官に任用されるため

には、予備自衛官としての訓練に加え、即応予備自衛官として必要な知識・技能を修得す

るため、所要の訓練が必要とされている（３年で約 40 日）。これに伴い、本業を離れる日

が増えることから、同給付金の創設により、雇用主の理解及び協力を考慮した給付金（１

人あたり 56 万円）を支給することとしている。 

衛生機能については、個人携行救急品の規格変更に伴う整備（２億円）、自衛隊病院の集

約化に伴う自衛隊入間病院（仮称）（埼玉県）建設のための本体工事（52 億円）等を実施す

る。 

 

６．在日米軍再編・基地対策等 

（１）米軍再編関係経費等 

 
18 ＰＢＬ（Performance Based Logistics）契約とは、「装備品等の補給、維持・整備に係る業務について、部

品等の売買契約または製造請負契約、若しくは修理等の役務請負契約の都度、必要な部品の個数や役務の工

数に応じた契約を結ぶのではなく、役務の提供等により得られる成果（可動率の維持・向上、修理時間の短

縮、安定在庫の確保等のパフォーマンスの達成） に主眼を置いて包括的な業務範囲に対し長期的な契約を結

ぶもの」と定義されている（防衛省経理装備局『防衛省ＰＢＬ導入ガイドライン』（2011.7）６頁）。 
19 2019 年３月末現在、女性自衛官の現員は、15,734 人（全自衛官の現員の約 6.9％）である（『2019 年版防衛

白書』417 頁）。なお、女性自衛官等の採用については、2027 年度までに全自衛官に占める女性の割合を９％

以上とすることを目標として、2017 年度以降の採用者に占める女性の割合を 10％以上とすることとされて

おり、また、登用についても、2020 年度末までに、佐官以上に占める女性の割合を 3.1％より増やすことと

されている（「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」（2015 年１月 28

日防衛省女性職員活躍・ワークライフバランス推進本部決定（2018 年 12 月 21 日一部改正）））。 
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在沖縄米海兵隊のグアム移転20については、士官用隊舎（フィネガヤン地区）に係る施設

整備（377 億円）等、410 億円（歳出ベース）（対前年度比 191 億円増）が計上されている。 

普天間飛行場の移設については 840 億円（同 133 億円増）が計上されており、その主な

内訳は、代替施設の建設に係る経費として環境影響評価関連 31 億円・設計費等７億円・工

事費 742 億円、シュワブ再編成の経費として設計費等７億円・工事費 52 億円である。ま

た、嘉手納飛行場以南の土地の返還については 808 億円（同 54 億円増）が、緊急時の使用

のための施設整備については 46 億円（同 189 億円減）が、嘉手納飛行場等所在米軍機の日

本国内及びグアム等への訓練移転については 91 億円（歳出ベース）（同３億円減）が、再

編交付金等の地域振興策については 443 億円（歳出ベース）（同 28 億円減）が、それぞれ

計上されている。空母艦載機の移駐等のための事業については、馬毛島（鹿児島県）の環

境調査等に係る経費として５億円が計上されている21。 

このほか、ＳＡＣＯ関係経費として 152 億円が計上されている。 

 

（２）基地対策等の推進 

自衛隊等の行為又は防衛施設の設置・運用により生ずる障害の防止等に要する基地周辺

対策経費として 1,147 億円（対前年度比 15 億円減）が計上されている。また、在日米軍駐

留経費負担22として 2,005 億円（同 18 億円増）が計上されており、その内訳は、特別協定

分が 1,520 億円（歳出ベース）（同 23 億円増）、提供施設整備が 219 億円（同１億円減）、

基地従業員対策等が 266 億円（歳出ベース）（同４億円減）である。さらに、防衛施設用地

等の借料、補償経費等として 1,527 億円（同 65 億円増）が計上されている。 

 

７．効率化・合理化への取組  

中期防においては、中期防の実施に必要な防衛力整備の水準に係る金額について 2018 年

度価格で「おおむね 27 兆 4,700 億円程度を目途とする」とされる一方、各年度の予算の編

成に伴う防衛関係費については、「防衛力整備の一層の効率化・合理化を徹底し」、「装備調

達の最適化及びその他の収入の確保などを通じて実質的な財源確保を図」ることで、「おお

むね 25 兆 5,000 億円程度を目途とする」と明記された。このように、防衛省は、中期防期

間中に、各年度の予算編成を通じ、約２兆円の縮減を図ることとしており、2020 年度予算

 
20 日米両政府は、グアム移転の費用見積りは総額 86 億ドル（2012 年度価格）であり、そのうち、日本側の負

担額は「在沖縄海兵隊のグアム移転に係る協定」に規定された真水事業の 28 億ドル（2008 年度価格）を上

限とすること（2012 年４月 27 日「２＋２」共同発表）、また、沖縄からグアムへの米海兵隊移転は 2020 年

代前半に開始すること（2013 年 10 月３日「２＋２」共同発表）を合意している。 
21 防衛省は、2011 年以降、南西地域における防衛態勢の充実のため、馬毛島に自衛隊施設を整備するととも

に、その施設において米空母艦載機着陸訓練（ＦＣＬＰ）を実施することを検討しており、2019 年 12 月 20

日の時点で、馬毛島の土地の大半を所有する企業から、同島の過半の土地を取得したとされる（山本防衛副

大臣の鹿児島県西之表市訪問時の防衛省説明資料（2019.12.20））。 
22 2015 年 12 月 16 日、日米両政府は、在日米軍駐留経費負担に係る新たな特別協定の期間を５年間（2016 年

度～2020 年度）とすること、日本側が負担する労務費の上限労働者数を段階的に増加させること、各年度の

光熱水料等の日本側負担割合を引き下げること、提供施設整備費の額を各年度 206 億円以上とすること、新

たな特別協定の最終年度（2020 年度）における在日米軍駐留経費負担を現状維持（2015 年度予算額（歳出

ベース）と同額）の約 1,899 億円とすること等について、意見の一致をみた。<http://www.mod.go.jp/j/pr

ess/news/2015/12/16c.html>（最終アクセスは 2020.1.22） 
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においては、以下の取組を実施することにより、防衛力整備の一層の効率化・合理化を徹

底し、約 4,313 億円の縮減を図るとしている23。 

まず、除籍を迎えた哨戒ヘリコプター（ＳＨ－60Ｊ）の部品の転活用（縮減見込額 66 億

円）、輸送ヘリ（ＣＨ－47Ｊ）のエンジン改修数量の見直し（同 20 億円）、陸上自衛隊の沿

岸用移動監視レーダー装置の更新数量の見直し（同６億円）等、重要度の低下した装備品

の運用停止や、費用対効果の低いプロジェクトの見直し・中止、維持・整備方法の見直し

により、1,922 億円の縮減を見込んでいる。 

次に、陸上自衛隊の多目的監視レーダー（従来４機種あったレーダーを１機種に統合す

るレーダー）の開発（縮減見込額 262 億円）を始めとする仕様の共通化・最適化により、

839 億円の縮減を見込んでいる。 

次に、装備品のまとめ買いや、陸海空に共通する装備品の機体構成品の共同調達により、

324 億円の縮減を見込んでいる。哨戒ヘリコプター（ＳＨ－60Ｋ）７機及び救難ヘリコプ

ター（ＵＨ－60Ｊ）３機の共同調達（縮減見込額 68 億円）、空中給油・輸送機（ＫＣ－46

Ａ）４機の一括調達（同 120 億円）、輸送ヘリコプター（ＣＨ－47ＪＡ）３機の一括調達（同

34 億円）、戦闘機（Ｆ－15）の機体構成品の包括修理の長期契約（７か年度の国庫債務負

担行為。縮減見込額 53 億円）を見込んでいる。 

また、装備品等について、価格や関連経費の精査等の取組を通じ、価格低減を追求する

ことで 1,176 億円の縮減を見込んでいるほか、病院収入、国有財産利用収入、用途廃止と

なった物品等の売却などの取組を通じて収入を確保することとしている。 

なお、ＦＭＳ調達についても合理化を図ることとされ、2020 年度は、防衛装備庁内に、

在米における企画立案機能を担う「有償援助調達調整班（仮称）」を新設し、ＦＭＳのより

効果的、効率的な運用に向けた検討・取組を実施するほか、ＦＭＳカスタマー国における

ＦＭＳ関連の取組について調査・研究を実施するため、米国シンクタンクへ同庁職員を派

遣するための経費（0.1 億円）が計上されている。 

 

８．その他の取組 

（１）自衛官・事務官等の増員 

新たな領域における防衛態勢及び南西地域における防衛態勢並びに周辺海空域の防衛態

勢等の充実・強化の観点から、自衛官実員を増員する。また、新たな領域における体制整

備を一層推進するため、限りある人員を効果的に活用し陸上自衛隊等から統幕等24への実

員の振替を実施する。2020 年度においては、陸上自衛隊が 227 人増（うち振替により 63

人減）、海上自衛隊が 199 人増（同 13 人減）、航空自衛隊が 215 人増（同 13 人減）、統幕等

が増減なし（同 89 人増）の計 641 人増となる。 

また、2020 年度においては、事務官等についても 299 名増員する（定員合理化数を上回

 
23 なお、財政制度等審議会が発表した「令和２年度予算の編成等に関する建議」（2019 年 11 月 25 日）におい

ては、例えば、装備品の調達について「単価削減が不十分なまま、安易にまとめ買いを行うことについては

慎重であるべきである」（同建議 72 頁）とするなどの指摘がなされている。 
24 統合幕僚監部、共同の部隊、情報本部、内部部局及び防衛装備庁をいう。 
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る純増は 33 名）。防衛省の事務官等について、定数合理化を上回る増員（純増）が行われ

るのは 1980 年以来のことであるとされる25。 

 

（２）自衛隊の中東派遣に係る経費 

2019 年 12 月 27 日、国家安全保障会議及び閣議において、「中東地域における日本関係

船舶の安全確保に関する政府の取組について」が決定され、我が国独自の取組として、中

東地域に自衛隊を派遣し、日本関係船舶の安全確保に必要な情報収集活動を実施すること

とされた。2020 年度予算においては、自衛隊の活動に必要な経費（燃料購入費等）として

46.8 億円（歳出ベース）が計上されている26。 

 

（３）大規模災害等への対応 

施設の耐震化・津波対策等の推進（202 億円）等により、災害対処拠点となる駐屯地・基

地等の機能を維持・強化する。また、災害対処に資する装備品として、07 式機動支援橋１

式（12 億円）を取得するとともに、特殊な災害への備えとして、除染セット１両（１億円）、

18 式個人用防護装備 8,000 組（20 億円）、ＮＢＣ警報器１組（３億円）等を取得する。 

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に基づく措置については、自衛隊の防

災関係資機材等及び自衛隊施設に関する緊急対策として 508 億円（歳出ベース）が計上さ

れている27。 

 

９．2019 年度補正予算（防衛省所管） 

2019 年 12 月 13 日、2019 年度補正予算が閣議決定され、防衛関係費（追加額）として

4,287 億円（歳出ベース。以下同じ）が計上された。 

 

（１）国土強靱化のための措置 

台風等の被害を受けた自衛隊施設や災害派遣活動で損耗した装備品の復旧・整備及び災

害対処能力の向上に必要な装備品等を整備するための経費として 344 億円が計上され、自

衛隊施設（横須賀地区等）の復旧（崩落した護岸等の整備）（41 億円）、装輪車両・施設器

材の損耗更新等（40 億円）、固定式自家発電機の整備（13 億円）、航空輸送能力の向上（輸

送機の整備の促進）（234 億円）、災害対処能力向上のための資機材（簡易ベッド等）の整

備（８億円）等を実施する。 

 

（２）自衛隊の安定的な運用態勢の確保 

 
25 これは、「令和２年度内閣の重要課題を推進するための体制整備及び人件費予算の配分の方針」（2019 年７月

31 日内閣総理大臣決定）において、新たに「格段に速度を増す安全保障環境の変化に対応するため、防衛力

整備の一層の効率化を図りつつ、適切な安全保障の実施体制を整備する」ことが明記されたことを踏まえた

ものである。 
26 2019 年度の経費（燃料購入費等 5.1 億円）については、2020 年１月 14 日の閣議において、予備費の使用が

決定された。 
27 本対策に関する事業については、「臨時・特別の措置」を活用することとされているため、中期防衛力整備

計画に基づく防衛力の整備とは別に実施されることとなる。 
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我が国を取り巻く安全保障環境や頻発する自然災害に対応するため、装備品等の着実な

整備等を行い、自衛隊の安定的な運用態勢を確保するための経費として 2,327 億円（うち

歳出化経費は 2,131 億円）が計上され、航空機・艦艇等の維持整備（81 億円）、航空機（Ｆ

－35Ａ、ＫＣ－46Ａ、Ｐ－１等）等の整備の促進（2,191 億円）、隊員の生活・勤務環境の

改善（17 億円）、小型無人機対処器材の整備（22 億円）等を実施する。 

 

（３）総合ミサイル防空能力の強化 

弾道ミサイルなどの多様な空からの脅威に対する対処能力の強化に必要な装備品等の整

備のための経費として 1,456 億円（うち歳出化経費は 1,442 億円）が計上されている。 

 

（４）その他の追加財政需要 

 原油価格の上昇に伴う油購入費・営舎用燃料費の増額（133 億円）等、その他の追加財

政需要として 160 億円が計上されている。 

 

（みずま ひろし、さくま あつし） 


